
「航空法第 28 条第３項の規定に基づく業務範囲外行為の許可について」一部改正（案） 新旧対照表 
 

改正案 現行 

空乗第 115 号平成７年６月 16 日 

空乗第 259 号平成 12 年 12 月１日（一部改正） 

国空乗第 167 号平成 15 年８月 18 日（一部改正） 

国空乗第 128 号平成 23 年６月 29 日（一部改正） 

国空航第 1013 号平成 27 年３月 30 日（一部改正） 

国空航第 354 号平成 27 年８月 10 日（一部改正） 

国空航第 3037 号令和４年３月 29 日（一部改正） 

国空安政第 2309 号、国空無機第 244694 号令和４年 12 月 26 日（一部改正） 

空乗第 115 号平成７年６月 16 日 

空乗第 259 号平成 12 年 12 月１日（一部改正） 

国空乗第 167 号平成 15 年８月 18 日（一部改正） 

国空乗第 128 号平成 23 年６月 29 日（一部改正） 

国空航第 1013 号平成 27 年３月 30 日（一部改正） 

国空航第 354 号平成 27 年８月 10 日（一部改正） 

国空航第 3037 号令和４年３月 29 日（一部改正） 

航空法第 28 条第３項の規定に基づく 

業務範囲外行為の許可について 

航空法第 28 条第３項の規定に基づく 

業務範囲外行為の許可について 

１．許可の対象 

航空法第 28 条第３項の許可に当たっては、一時的な飛行で次の場合を対象に

取り扱うものとする。 

(1)次の航空機の試験飛行（試験飛行するために必要な航空機乗組員の訓練飛行を

含む。）。 

イ民間航空機であって、型式証明がなく、かつ、同型式機が耐空証明を受けてい

ないもの。 

ロ防衛省又は外国向けに製造された航空機で納入前のもの。 

ハ通達「研究開発用航空機等の試験飛行等の許可について」（平成 14 年 3 月 29

日、国空機第 1357 号）第 1-3 項に規定される自作航空機及び軽量スポーツ航

空機。 

(2)外国の国籍を有する航空機（外国人国際航空運送事業者の当該事業の用に供す

る航空機及び航空法第 130 条の２の許可を受けた者の当該運送の用に供する航

空機を除く。）の国内使用に係る飛行（航空法第 126 条第１項第１号に掲げる航

行と接続して本邦内の各地間の航行を行う場合を除く。）。 

１．許可の対象 

航空法第 28 条第３項の許可にあたっては、一時的な飛行で次の場合を対象に

取り扱うものとする。 

(1)次の航空機の試験飛行（試験飛行するために必要な航空機乗組員の訓練飛行を

含む。）。 

イ民間航空機であって、型式証明がなく、かつ、同型式機が耐空証明を受けてい

ないもの。 

ロ防衛省又は外国向けに製造された航空機で納入前のもの。 

ハ通達「自作航空機に関する試験飛行等の許可について」（平成 14 年 3月 29 日、

国空機第 1357 号）第 1-3 項に規定される自作航空機。 

 

(2)外国の国籍を有する航空機（外国人国際航空運送事業者の当該事業の用に供す

る航空機及び航空法第 130 条の２の許可を受けた者の当該運送の用に供する航

空機を除く。）の国内使用に係る飛行（航空法第 126 条第１項第１号に掲げる航

行と接続して本邦内の各地間の航行を行う場合を除く。）。 
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(3)その他航空法第 28 条第３項の規定に基づく許可により行うことが適当と認め

られる飛行、例えば、イ輸入航空機等を空輸する場合の飛行であって、当該機の

運航をすることができる資格を有する者により行うことが困難であると認めら

れるもの。 

ロ航空法第 35 条第１項第３号に基づき、操縦練習を行う場合の飛行であって、

当該操縦練習の監督者が、当該航空機を操縦することができる我が国の技能証

明及び航空身体検査証明を取得することが困難であると認められるもの。 

(3)その他航空法第 28 条第３項の規定に基づく許可により行うことが適当と認め

られる飛行、例えば、イ輸入航空機等を空輸する場合の飛行であって、当該機の

運航をすることができる資格を有する者により行うことが困難であると認めら

れるもの。 

ロ航空法第 35 条第１項第３号に基づき、操縦練習を行う場合の飛行であって、

当該操縦練習の監督者が、当該航空機を操縦することができる我が国の技能証

明及び航空身体検査証明を取得することが困難であると認められるもの。 

２．許可の基準 

２．１．１項(1)イに該当する航空機であつて外国の国籍を有さないものに対する

航空法第 12 条に基づく型式証明を受けるための試験飛行等（航空法第 12 条に基

づく型式証明の審査中の型式の航空機を用いて型式証明申請者が行う試験飛行、

実証飛行等の新たな型式の航空機の開発及び運航開始に伴う飛行を含む。以下本

項において同じ。）の場合 

許可は次のいずれの基準にも適合するものについて行う。ただし、これらの基

準の一部に適合できない場合等であっても、安全政策課長が飛行の安全性が確保

されると判断する場合には、許可することができる。 

(1)試験飛行等を行う期間において有効な当該航空機と種類及び等級が同一の航

空機の技能証明を有すること（特定操縦技能審査の合格も含む。以下同じ）。 

(2)試験飛行等の内容に応じ、防衛省又は米国 National Test Pilot School 等の

試験飛行に係る訓練課程を修了すると共に、当該航空機の操縦に係る知識及び

能力が実機又は模擬飛行装置等を用いた訓練により得られていること。 

(3)試験飛行等を行う期間において有効な航空身体検査証明を有すること。 

２．許可の基準 

２．１．１項(1)イに該当する航空機であつて外国の国籍を有さないものに対する

航空法第 12 条に基づく型式証明を受けるための試験飛行等（航空法第 12 条に基

づく型式証明の審査中の型式の航空機を用いて型式証明申請者が行う試験飛行、

実証飛行等の新たな型式の航空機の開発及び運航開始に伴う飛行を含む。以下本

項において同じ。）の場合 

許可は次のいずれの基準にも適合するものについて行う。ただし、これらの基

準の一部に適合できない場合等であっても、安全政策課長が飛行の安全性が確保

されると判断する場合には、許可することができる。 

(1)試験飛行等を行う期間において有効な当該航空機と種類及び等級が同一の航

空機の技能証明を有すること。 

(2)試験飛行等の内容に応じ、防衛省又は米国 National Test Pilot School 等の

試験飛行に係る訓練課程を修了すると共に、当該航空機の操縦に係る知識及び

能力が実機又は模擬飛行装置等を用いた訓練により得られていること。 

(3)試験飛行等を行う期間において有効な航空身体検査証明を有すること。 

２．２．２．１項以外の場合 

許可は次のいずれかの基準に適合するものについて行う。 

(1)運航を行おうとする者が、当該期間においてそれぞれ有効な当該航空機と類似

２．２．２．１項以外の場合 

許可は次のいずれかの基準に適合するものについて行う。 

(1)運航を行おうとする者が、当該期間においてそれぞれ有効な当該航空機と類似
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の航空機の技能証明及び航空身体検査証明を有すること。 

(注)類似とは種類及び等級が同一であり、かつ、性能及び重量が近いものをいう。 

(2)外国政府の発行した当該航空機に係る当該期間においてそれぞれ有効な技能証

明及び航空身体検査証明に相当する有効な証明等を有すること。 

(3)操縦練習の監督を行う場合にあっては、当該期間においてそれぞれ有効な航空

身体検査証明又はこれに相当する外国政府の発行した証明等を有すること。 

(4)防衛省の航空機又は外国の軍用機（いずれも納入前のものを含む。）を運航する

場合にあっては、それぞれの有効な技能証明及び航空身体検査証明に相当する証

明等を有すること。 

（注１）外交文書等により当該申請者の資格が適当であると考えられる場合に

は、証明等を有するものとして取り扱うことができる。 

（注２）当該航空機が納入前の航空機であって、かつ民間機としては存在しない

型式のものである場合には、防衛省による同一又は類似の型式（民間機

としては存在しないもの）の航空機に係る操縦士等の資格の航空従事者

技能証明を受けているか又は過去に受けたことがあることを確認でき

る書面の提出があれば、有効な技能証明に相当する証明等を有するもの

として取り扱うことができる。 

(5)自作航空機の試験飛行にあっては、当該航空機の性能、構造及び取扱方法を熟

知していること。（この場合、(1)の基準に適合することが望ましい。）飛行に当

たっては、操縦者の技量や自作航空機の態様等に応じて、地上滑走等から段階的

に訓練と技量の確認を受けた上で行うことを許可の条件として付すことがある。

ただし、自作航空機であっても、通達「超軽量動力機又はジャイロプレーンに関

する試験飛行等の許可について」（平成 14 年３月 22 日、国空機第 1231 号）に定

める要件に適合する超軽量動力機及びジャイロプレーンについては、通達「超軽

量動力機等に関する航空法第 28 条第３項の許可の手続き等について」（空乗第

の航空機の技能証明及び航空身体検査証明を有すること。 

(注)類似とは種類及び等級が同一であり、かつ、性能及び重量が近いものをいう。 

(2)外国政府の発行した当該航空機に係る当該期間においてそれぞれ有効な技能証

明及び航空身体検査証明に相当する有効な証明等を有すること。 

(3)操縦練習の監督を行う場合にあっては、当該期間においてそれぞれ有効な航空

身体検査証明又はこれに相当する外国政府の発行した証明等を有すること。 

(4)防衛省の航空機又は外国の軍用機（いずれも納入前のものを含む。）を運航する

場合にあっては、それぞれの有効な技能証明及び航空身体検査証明に相当する証

明等を有すること。 

（注１）外交文書等により当該申請者の資格が適当であると考えられる場合に

は、証明等を有するものとして取り扱うことができる。 

（注２）当該航空機が納入前の航空機であって、かつ民間機としては存在しない

型式のものである場合には、防衛省による同一又は類似の型式（民間機

としては存在しないもの）の航空機に係る操縦士等の資格の航空従事者

技能証明を受けているか又は過去に受けたことがあることを確認でき

る書面の提出があれば、有効な技能証明に相当する証明等を有するもの

として取り扱うことができる。 

(5)自作航空機の試験飛行にあっては、当該航空機の性能、構造及び取扱方法を熟

知していること。（この場合、(1)の基準に適合することが望ましい。）ただし、自

作航空機であっても、通達「超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛

行等の許可について」（平成 14 年３月 22 日、国空機第 1231 号）に定める要件に

適合する超軽量動力機及びジャイロプレーンについては通達「超軽量動力機等に

関する航空法第 28 条第３項の許可の手続き等について」（空乗第 181 号、平成８

年 10 月１日）に定める許可の基準を適用し、ホームビルト機については通達「ホ

ームビルト機の航空法第 28 条第３項の飛行許可について」（空乗第 255 号、昭和
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181 号、平成８年 10 月１日）に定める許可の基準を適用することとする。 

 (6)軽量スポーツ航空機の試験飛行にあっては、当該航空機の性能、構造及び取扱

方法を熟知していること。（この場合、(1)の基準に適合することが望ましい。） 

また、昼間、有視界飛行方式による飛行（航空法第 94 条ただし書に規定する

場合の飛行を除く。）で人口密集地を回避する 2 地点間の飛行（出発地の飛行場

所を出発して着陸することなしに場周空域外を通過し、出発地の飛行場所に戻る

飛行を含む。以下同じ。）を行う場合については、(1)の基準に適合すること。 

2 地点間の飛行の有無に関わらず、飛行に当たっては、操縦者の技量や軽量ス

ポーツ航空機の態様等に応じて、地上滑走等から、2地点間の飛行を行う場合は

野外飛行等まで、段階的に訓練と技量の確認を受けた上で行うことを許可の条件

として付すことがある。 

55 年５月１日）に定める許可の基準を適用することとする。 

（新設） 

３．許可申請に係る手続き 

(1)許可申請に係る申請先は別添のとおりとする。 

(2)地方航空局長は、当該許可を行う場合には、申請者に対し別紙様式の許可書に

申請書１部（航空法施行規則第 51 条の２に定める内容のもの）を添付して通知

するものとする。 

(3)地方航空局は当該許可を行った場合には、その都度、下記事項を他の地方航空

局及び関係空港事務所に通知し、本省安全政策課あて四半期ごとに取りまとめ報

告すること。 

イ許可を与えた者の資格、氏名及び業務の内容 

ロ当該許可に係る航空機の種類、等級及び型式並びに国籍及び登録記号 

ハ飛行計画の概要 

ニその他参考となる事項 

３．許可申請に係る手続き 

(1)許可申請に係る申請先は別添のとおりとする。 

(2)地方航空局長は、当該許可を行う場合には、申請者に対し別紙様式の許可書に

申請書１部（航空法施行規則第 51 条の２に定める内容のもの）を添付して通知

するものとする。 

(3)地方航空局は当該許可を行った場合には、その都度、下記事項を他の地方航空

局及び関係空港事務所に通知し、本省安全政策課あて四半期ごとに取りまとめ報

告すること。 

イ許可を与えた者の資格、氏名及び業務の内容 

ロ当該許可に係る航空機の種類、等級及び型式並びに国籍及び登録記号 

ハ飛行計画の概要 

ニその他参考となる事項 

４．附則 

本通達は平成 15 年８月 18 日から施行する。 

４．附則 

本通達は平成 15 年８月 18 日から施行する。 
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なお、昭和 54 年 12 月 25 日付け空乗第 2547 号（航空法第 28 条第３項の規定に

基づく業務範囲外行為の許可について）は廃止する。 

附則（平成 23 年６月 29 日国空乗第 128 号） 

（施行期日） 

この通達は、平成 23 年７月１日から施行する。 

附則（平成 27 年３月 30 日国空航第 1013 号） 

（施行期日） 

この通達は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附則（平成 27 年８月 10 日国空航第 354 号） 

（施行期日） 

この通達は、平成 27 年８月 10 日から施行する。 

附則（令和４年３月 29 日国空航第 3037 号） 

（施行期日） 

この通達は、令和４年４月１日から施行する。 

附則（令和４年 12 月 26 日国空安政第 2309 号、国空無機第 244694 号） 

（施行期日） 

この通達は、令和４年 12 月 26 日から施行する。 

（経過措置） 

1. 本通達の施行の際現に許可を受けているものについては、なお従前の例によ

るものとする。 

2. 本通達の施行の日から令和５年３月 31 日までの間は、本通達による改正前の

通達に定める手続きを行うことができる。この場合において、許可の基準は、

なお従前の例によるものとする。 

なお、昭和 54 年 12 月 25 日付け空乗第 2547 号（航空法第 28 条第３項の規定に

基づく業務範囲外行為の許可について）は廃止する。 

附則（平成 23 年６月 29 日国空乗第 128 号） 

（施行期日） 

この通達は、平成 23 年７月１日から施行する。 

附則（平成 27 年３月 30 日国空航第 1013 号） 

（施行期日） 

この通達は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附則（平成 27 年８月 10 日国空航第 354 号） 

（施行期日） 

この通達は、平成 27 年８月 10 日から施行する。 

附則（令和４年３月 29 日国空航第 3037 号） 

（施行期日） 

この通達は、令和４年４月１日から施行する。 

別紙 （略） 

別添 （略） 

別紙 （略） 

別添 （略） 


